
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、２１年４月１日現在の人数である。

（３）特記事項

平成20年４月１日から平成23年３月31日までの間、一般職の職員のうち、管理職については給料月額の５％、管理

　職以外については２．２％の減額措置を行っている。

また、管理職については、給料の特別調整額の10%から20％の減額措置を行っている。

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数

（平成21年４月１日現在）

（注）　H21.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの。

※　「地域補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較する

　ため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数である。

福島県の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人件費率

32.1

19年度の人件費率

千円 ％ ％

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

34.0

（参考）

20年度 人　 千円 千円

　　　　　　Ａ　　　　　（20年度末）

（参考）都道府県平均

2,063,769 833,847,540 2,532,495

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

267,294,764

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

20年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

27,553 127,674,745 23,779,322 50,085,165 201,539,232 7,315 7,377

99.2

（H16）
99.6

（H16）
99.6

（H21）
98.7

（H21）
99.2

98.2

98.4

98.6

98.8

99

99.2

99.4

99.6

99.8

福島県 都道府県平均
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（５）給与改定の状況

①月例給

　　　　　　　

②特別給

　　　　　　　

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

福島県 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

国 歳 人 円 円 円 歳 円

都道府県平均 歳 人 円 円 円 歳 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１８年～２０年の３ヶ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

区　　分

人事委員会の勧告

給　与　改　定　率

A B A-B （改定率）

（参考）

民間給与 公務員給与 較差 勧　告 国　の　改　定　率

21年度 円 円 -2,108 ％ ％ ％

国　の　年　間

割合　　　　　　A

-0.53 -0.53 -0.22

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。

394,597 396,705 （　-0.53%　）

（改定月数） 支　給　月　数

区　　分

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の支給 公務員の 較差 勧　告

月 月

支給月数　　　B A-B

月

4.05 4.43 -0.38 -0.38 4.05 4.15

21年度 月

（国ベース）

月 月

347,200 420,122

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員
    の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

区　　分
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

343,005 427,547

379,814

国 41.5 325,521  ―  391,770

福島県 43.8

384,790

区　　分

公　　務　　員 民　　　　　　間

（A) （国ベース） 類似職種 （B)

都道府県平均 43.8

参考

平　均　年　齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額 対応する民間の

平　均　年　齢
平均給与月額

A/B

50.8 380 363,600 408,000 388,157 － － － －

うち運転手 50.4 142 372,800 417,480 397,415
自家用自動車
運転者

55.7 247,700 1.69

うち用務員 50.5 68 352,400 388,926 376,731 用務員 54.5 214,000 1.82

うち守衛 54.1 4 365,800 413,250 394,500 守衛 57.6 317,300 1.30

49.2 4,429 285,548 - 322,737 － － － -

－ － －48.8 465 332,714 388,002 -365,631
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円 円

円 円

円 円
※

　　　③高等（特殊・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　④小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　⑤警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、21年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均であ

 　　　 る。                                                                          

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

区　　分

参考

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間
C/D

（C) （D)

福島県 － － －

うち運転手 6,785,360 3,706,500 1.83

うち用務員 6,328,212 3,027,000 2.09

うち守衛 6,715,200 4,553,300 1.47

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては、前年度に支給
された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

福島県 43.1 385,100 435,428

都道府県平均 44.8 390,833 458,004

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

福島県 44.5 390,200 438,716

都道府県平均 43.9 377,216 437,491

区　　分
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

362,835

国 41.5 322,231  ―  372,706

福島県 40.7 337,100 454,412

375,813

　　 ３　平均年齢は10進法により算出している。

都道府県平均 40.0 330,043 474,584
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（２）職員の初任給の状況（２１年４月１日現在）

一般行政職 円 円

円 円

技能労務職 円 －

円 －

高等学校教育職 円 －

円 －

小・中学校教育職 円 －

円 －

警　察　職 円 円

円 円

（注）上記初任給の給料月額は、給料の削減措置前の額である。

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在）

一般行政職 円 円 円

円 円 円

技能労務職 円

円

高等学校 円 円 円

教育職

小・中学校 円 円 円

教育職

警　察　職 円 円 円

円 円 円

区　　　分 福島県 国

大　学　卒 181,800 172,200

高　校　卒 146,900 140,100

高　校　卒 155,250

中　学　卒 139,800

大　学　卒 203,100

高　校　卒 157,500

大　学　卒 203,100

高　校　卒 157,500

大　学　卒 208,000 202,200

高　校　卒 167,500 158,100

区　　　         分 経 験 年 数 １ ０ 年 経 験 年 数 １ ５ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

大　学　卒 265,600 323,600 364,800

高　校　卒 210,200 262,620 322,700

高　校　卒 在職者なし 在職者なし 300,600

中　学　卒 在職者なし 在職者なし 253,300

大　学　卒 308,700 361,600 398,000

高　校　卒 在職者なし 在職者なし 在職者なし

大　学　卒 309,400 362,300 393,800

高　校　卒 在職者なし 在職者なし 在職者なし

大　学　卒 289,500 340,100 384,400

高　校　卒 251,300 294,300 348,600
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在）

（注）１　福島県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１　　級 係員
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

304 4.9

２　　級 係員
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

445 7.2

３　　級 主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

1,184 19.1

４　　級 本庁副課長、出先課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

1,925 31.1

５　　級 本庁副課長、出先次長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

936 15.1

６　　級 本庁課長、出先所長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

1,159 18.7

７　　級 本庁課長、出先所長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

162 2.6

８　　級 本庁次長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

51 0.8

９　　級 本庁部長、地方振興局長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

30 0.5

１０　　級 本庁部長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

2 0.0
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　（注） 平成18年４月１日に11級制から10級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級を　

　 　　それぞれ統合）　　　　　

（２）昇給への勤務成績の反映状況

1 　勤務成績の評定の実施状況

2 　昇給への勤務成績の反映状況

　平成19年10月から管理職（副課長以上）、平成21年10月から副課長相当職等以上を対象とした能力・業績に基づ
く人事評価の試行を開始している。

　副課長相当職等以上について、人事評価の試行中であり、それ以外の職員については、人事評価が未実施である
ため、これに基づく昇給区分の差を設けていない。

１級, 0.051

２級, 0.072 ２級, 0.076

２級, 0.061

３級, 0.191 ３級, 0.196

３級, 0.115

４級, 0.311 ４級, 0.307

４級, 0.148

５級, 0.151 ５級, 0.14

５級, 0.054

６級, 0.187 ６級, 0.19

６級, 0.282

７級, 0.026 ７級, 0.026

７級, 0.125

８級, 0.169

１級, 0.009１級, 0.049

８級, 0.008 ８級, 0.008

９級, 0.5%

９級, 0.026

９級, 0.005
１０級, 0.007

１０級, 0 １０級, 0 １１級, 0.004

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２１年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

 (1)期末手当・勤勉手当

千円　

（20年度支給割合） （20年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1.58） 月分 （0.75） 月分 （1.6） 月分 （0.75） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　５～２０％ ・　役職加算　５～２０％

・　管理職加算　１５～２５％ ・　管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2）退職手当（２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置（2%～20%加算） 　定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した職員に支給された平均額である。

福　　　　　　　　　島　　　　　　　　　　　県 国

１人当たり平均支給額（20年度） －

1,776

2.93 1.50 3.0 1.50

福　　　　　　　　　　　島　　　　　　　　　　　県 国

（支給率）　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合　  　    勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

6,179 28,077
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 (3)地域手当

 　（２１年４月１日現在）

千円

　　円

26 人 ％ ％

6 人 ％ ％

3 人 ％ ％

6 人 ％ ％

3 人 ％ ％

32 人 ％ ％

人 ％ ％

％ ％

（注）「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し

　　 国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率である。   

(２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

 （注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                                          

　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。                 

支給実績（２０年度決算） 48,418

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 628,805

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 国の制度（支給率）

東京都特別区 17 17

大阪市 14 14

名古屋市 12 12

札幌市 3 3

仙台市 6 6

医師 14 14

0

平　均　支　給　率 0.3 0.3

上記以外の全市町村 27,477 0

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

東京都特別区 18 18

大阪市、医師 15 15

名古屋市、つくば市 12 12

仙台市 6 6

札幌市、前橋市 3 3
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 (4)特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

支給実績（２０年度決算） 1,209,532

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 110,935

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度） 40.0

手当の種類（手当数） 29

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

危険現場作業手当 建設事務所等に勤務する職員

高所、トンネル内、道路
上等の危険な現場にお
いて行う作業に従事した
場合

日額240円～610円

水中作業手当 水産試験場等に勤務する職員

潜水作業、冬期間にお
ける魚類の採卵作業等
に従事した場合 日額270円～1,500円

爆発物取扱等作業手当
警察職員、地方振興局に勤務する
職員

爆発物の処理作業、火
薬類、高圧ガス等製造
施設において行う災害
調査等の作業等に従事
した場合

日額250円～4,600円

航空業務手当 右記業務に従事した職員

航空機に搭乗して行う災
害調査、捜索救難等の
作業に従事した場合 １件当たり1,900円～5,100円

家畜等取扱手当
畜産研究所、家畜保健衛生所、保
健福祉事務所等に勤務する職員

種雄牛馬豚の精液の採
取、家畜保健衛生に関
する病性鑑定、とさつ検
査等の作業に従事した
場合

月額4,000円
日額240円～1,740円

死体処理手当 警察本部（検視等）の職員

死体の処理、検視等の
作業に従事した場合

日額1,100円～2,200円
（死体収容、搬送等）
１体3,200円
（検視、解剖補助）

感染症防疫等作業手当
感染症病棟又は家畜保健衛生所
等の機関に勤務する職員

感染症防疫区域におけ
る診療、家畜伝染病汚
染区域等における防疫
作業等の作業に従事し
た場合

日額290円

有害物等取扱手当 試験研究機関に勤務する職員

有害物又は薬物を使用
して行う試験、研究等の
うち著しく健康を害する
おそれがある作業に従
事した場合

日額290円

放射線取扱手当
診療放射線技師、試験研究機関
に勤務する職員等

エックス線照射装置等に
よる放射線を照射する作
業に従事した場合 日額240円

災害応急作業等手当 右記業務に従事した職員

重大な自然災害、事故
災害の発生現場等にお
ける災害警備、遭難救
助等の作業に従事した
場合

日額480円～840円

用地交渉等手当 建設事務所等に勤務する職員

現地において公共用地
取得交渉、損失補償交
渉の業務に従事した場
合

日額650円
正規の勤務時間外50／100
加算

教員特殊業務手当
県立学校、市町村立学校の教諭
等

学校の管理下において
行う非常災害時の緊急
業務、宿泊を伴う引率指
導業務等に従事した場
合

日額1,200円～3,200円
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教育業務連絡指導手当 県立学校、市町村立学校の教諭

教務、生徒指導等の業
務に当たる主任等で困
難な業務に従事した場
合

日額200円

県税賦課徴収手当
地方振興局（県税部）等に勤務す
る職員

県税の賦課又は徴収の
ため納税者、滞納者等
に直接接し、又はこれら
に関係する機関を訪問
して行う業務に従事した
場合

日額1,050円
月額20,000円（専ら従事）

技術者養成指導手当
高等技術専門学校等の職員、右
記の訓練指導に従事した職員

教育職給料表の適用を
受けない職員が、職業
教育等の専門知識を必
要とする授業を担当、又
は消防業務に関する訓
練指導等に従事した場
合

日額460円（訓練指導）
給料月額×6/100等（授業担
当）

乗船業務手当 右記業務に従事した職員

漁業指導船に乗り組み、
漁業に関する指導、航
海実習指導等の業務に
従事した場合

日額490円

保健福祉等特殊業務手
当

保健福祉事務所等に勤務する職
員

生活保護法、児童福祉
法等の保健衛生関係法
の規定により、要保護者
等に接して行う一定の業
務に従事した場合

日額340円～610円
月額12,800円（生活保護関
連対象職に専ら従事）

夜間等特殊業務手当
警察署、児童相談所等に勤務する
職員

深夜に行われる犯罪捜
査、交通取締、要保護
児童の介助等の業務に
従事した場合

１件当たり620円～7,200円

環境衛生検査等作業手
当

右記業務に従事した職員

公害防止に関する法令
の規定に基づき現地で
行う健康被害のおそれ
がある検査の作業等に
従事した場合

日額350円

犯則取締等手当
地方振興局（県税部）等に勤務す
る職員等

地方税法の規定に基づ
く犯則事件の調査、漁業
法等の規定に基づく検
査、検挙等の業務に従
事した場合

日額500円～550円

犯罪捜査等手当
警察本部又は警察署に勤務する
職員

防弾装置を装着して行う
銃器犯罪捜査、その他
の犯罪捜査、被疑者の
逮捕の業務に従事した
場合

日額310円～1,640円

交通取締等手当
警察本部又は警察署に勤務する
職員

道路上において行う道
路交通法等違反者の取
締り等の業務に従事した
場合

日額280円～460円

鑑識作業手当
警察本部又は警察署に勤務する
職員

犯罪鑑識の作業並びに
理化学、法医学又は銃
器弾薬類の知識を利用
して行う鑑定の作業に従
事した場合

日額310円～560円

護衛等手当
警察本部又は警察署に勤務する
職員

天皇、皇族等の身辺警
護、核燃料物質等の輸
送警備の業務に従事し
た場合

日額640円～1,150円

警ら手当
警察本部又は警察署に勤務する
職員

警ら、治安警備又は雑
踏警備に係る警備実施
の業務に従事した場合 日額340円～560円
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 (5)時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

病院等特殊業務手当 総合療育センターに勤務する職員

入院病棟における困難
な医療業務等に従事し
た場合

日額410円
月額20,000円～50,000円
（専ら従事）

野犬捕獲作業手当
保健福祉事務所等に勤務する職
員

野犬、こう傷犬等の捕獲
又は抑留の作業等に従
事した場合

日額350円～1,100円
月額7,500円

兼任授業担当手当 高等学校に勤務する教諭等

本務としての業務以外に
行う高等学校の夜間の
課程の授業等に従事し
た場合

授業１単位時間1,200円

多額年学級担当業務手
当

小学校又は中学校の２以上の学年
の児童又は生徒で編成されている
学級を担当する教育職員で規則で
定めるもの

２又は３の学年の児童又
は生徒で編成されてい
る学級における授業又
は指導

日額290円等

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 4,187,779

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 543

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 3,965,827

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 525
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（６）その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （２０年度決算） 平均支給年額

国の制度 支給実績国の制度と

（２０年度決算）

扶養手当

扶養親族のある職員に支
給
（支給額）
配偶者等13,000円等

同じ － 3,506,875 千円 233,963

住居手当

借家等に居住している職
員（月額9,500円を超える
家賃を支払っている者に
限る）、自宅等に居住して
いる職員等に支給
借家等：上限27,000円
自宅等：上限3,500円

一部
異なる

自宅等の場
合、新築、
購入した日
から５年経

過後も
2,500円支

給

2,298,986 千円 146,339

初任給調整手当

医療職給料表（一）の適用
を受ける職員で採用困難
と認められる職に一定期
間支給
（支給額）
勤務地及び支給年次に応
じた額

一部
異なる

人材確保等
のため当分
の間50,000
円を加算し
た額を支給

80,280 千円 1,745,217

通勤手当

通勤のため、交通機関等
を利用してその運賃等を
負担し、又は自動車等交
通用具を使用することを常
例とする職員等に支給
（支給額）
交通機関利用：６箇月定
期券等の価額による一定
額
交通用具使用：通勤距離
に応じた額(上限53,500
円)

一部
異なる

運賃等相当
額が58,000
円超の場
合、超える
額の1/2を

加算

3,178,577 千円 140,875

単身赴任手当

異動等に伴い転居し、や
むを得ない事情により配
偶者と別居し、単身で生
活する職員に支給
（支給額）
基本額23,000円、距離に
応じた加算額6,000円～
45,000円

一部
異なる

加算額の交
通距離区分
について、
300ｋｍまで
を交通距離
50ｋｍごとに
区分

443,704 千円 321,757

管理職手当
（給料の特別調整
額）

管理又は監督の地位にあ
る職員の職のうち規則で
指定する職にある職員に
支給
（支給額）
職務の級及び職の区分に
応じた額（定額）

一部
異なる

一般行政職
の場合、4
級5種
45,400円～
10級1種
139,300円

1,911,974 千円 646,592
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円

円

円

円

円

円

円

特地勤務手当等

山間地その他生活の著し
く不便な地に所在する公
署に勤務している職員に
支給
（支給額）
給料及び扶養手当の月額
の合計額に支給地域ごと
に定める割合を乗じた額

同じ － 517,750 千円 429,311

定時制通信教育手
当

県立高等学校において定
時制の課程又は通信教育
に従事する教育職員に支
給
（支給額）
月額8,000円～24,000円

56,205 千円 484,525

産業教育手当

県立学校において産業教
育に従事する教育職員に
支給
（支給額）
月額11,000円～23,000円

252,280 千円 437,986

義務教育等教員特
別手当

義務教育諸学校（県立盲
学校、県立聾学校等）、高
等学校、市町村立学校に
勤務する教育職員に支給
（支給額）
15,900円以内で職務の級
及び号給に応じた額

2,858,629 千円 179,393

農林漁業普及指導
手当

農業、林業又は水産業に
関する普及指導員の職務
に従事する職員に支給
（支給額）
給料月額の8/100の額

78,523 千円 332,724

宿日直手当

宿直又は日直勤務に従事
した場合に支給
（支給額）
勤務１回につき一般職員
の場合5,300円、医師が入
院患者の病状等の急変等
に対処する場合20,000円
等

同じ － 75,190 千円 172,059

管理職員特別勤務
手当

管理職員が臨時又は緊急
の必要等により週休日又
は休日等に一定時間以上
やむを得ず勤務した場合
に支給
（支給額）
勤務１回につき定額（管理
職手当の区分に応じ定め
る額）

同じ － 44,202 千円 365,305

13



円

円

円

夜勤手当

正規の勤務時間として深
夜に勤務した職員に支給
（支給額）
勤務した全時間に対し、
勤務１時間当たりの給与
額の25/100の額

同じ － 378,252 千円 148,859

休日給

祝祭日及び年末年始等の
休日において、正規の勤
務時間中に勤務することを
命じられた職員に支給
（支給額）
勤務した全時間に対し、
勤務１時間当たりの給与
額の135/100の割合を乗
じた額

同じ － 915,078 千円 352,631

593,239 千円 39,420寒冷地手当

基準日（毎年11月から翌
年３月までの各月の初日）
において、支給対象地域
に在勤する職員に支給
（支給額）
基準日における地域の区
分及び職員の世帯等の区
分に応じた額

同じ －
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５　特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）

円 （ ）円

円 （ ）円

円 （ ）円

円 （ ）円

円 （ ）円

月分

月分

　　（算定方式） 　（１期の手当額） 　（支給時期）

任期ごと

〃

　　　(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                          

　　 　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期                                   

 　            （４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  

3 平成21年４月１日から平成23年３月31日までの間、知事、副知事についてはそれぞれ給料の

20％、15％、議長・副議長・議員については議員報酬の５％の減額措置を行っている。

区 分 給　　　　　　　　料　　　　　　　　月　　　　　　　　額　　　　　　　　等

給

料

知 事 1,056,000 1,320,000

副 知 事 875,500 1,030,000

議
員
報
酬

議 長 959,500 1,010,000

副 議 長 855,000 900,000

議 員 788,500 830,000

期
末
手
当

知 事 　　（２０年度支給割合）

副 知 事 3.3

議 長 　　（２０年度支給割合）

副 議 長 3.3

議 員

退
職
手
当

知 事 給料月額×在職月数×支給率(65/100) 41,184,000

副 知 事 　　　　　　　　　〃　　　　　(55/100) 27,192,000

備　　　　　考
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６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

(各年度４月１日現在）

機　関　名
職　員　数 対前年度

増  減 数
主な増減理由

平成20年度 平成21年度

知事部局
5,550 5,423 △ 127 業務効率化等による減

(93) (123) （30）

企業局
47 42 △ 5 業務効率化等による減

(4) (4) (0）

病院局
804 778 △ 26 退職者の増加による減

(7) (18) (11)

議会事務局
36 36 0

(0) (0) (0)

教育委員会
17,689 17,655 △ 34 児童・生徒数の減少に伴う減

(31) (16) (△15)

警察本部
3,680 3,662 △ 18 退職者の増加による減

(12) (14) (2)

選挙管理委員会事務局
5 5 0

(0) (0) (0)

監査委員事務局
25 25 0

(0) (0) (0)

人事委員会事務局
13 13 0

(0) (0) (0)

労働委員会事務局
12 11 △ 1 業務効率化による減

(0) (0) (0)

海区漁業調整委員会
6 6 0

(0) (0) (0)

合計
27,867 27,656 △ 211

(147) (175) (28)

（注）　職員数は一般職に属する職員数であり、（　　）内は再任用短時間勤務職員※で外書きです。

※　再任用短時間勤務職員

　　 地方公務員法（以下「法」という。）第28条の5の規定に基づき、定年退職者で、従前の勤務実績等に基づく選考
  により、１年を超えない範囲内で任期を定め、短時間勤務の職（当該職を占める職員の１週間あたりの通常の勤務
  時間が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種のものを占める職員の１週間あたりの通
  常の勤務時間に比し短い時間であるもの。）に採用された職員。
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(２)職員数適正管理の数値目標及び進捗状況等

　　(ｱ)　削減目標

（単位：人）

※　ただし、当初の目標（平成２３年４月１日までの５年間で達成）から１年前倒しでの目標達成（平成２２年４月

１日までの４年間で達成）を目指すこととしている。

　　(ｲ)　削減実績

（単位：人）

（注） 削減実績は、平成18年4月1日の県立大学法人化に伴う職員数の減を除いている。

　ア　知事部局では、平成18年度から平成22年度を期間とする行財政改革大綱に基づき、アウトソーシングの推進、
　　ITの活用等による事務事業の見直しなどにより、５年間で３５０人の職員数を削減することとしていたが、平成20
年度に改訂した財政構造改革プログラムを踏まえ、１年前倒しでの目標達成を目指している。

平成18年4月1日 平成23年4月1日 削減目標

平成20年4月1日

条例定数改正 5,862 5,512 △350（※）

△ 94

平成21年4月1日

知事部局職員数 5,706 5,644 5,550 5,423

平成18年4月1日 平成19年4月1日

△ 127

イ　企業局及び病院局においても、それぞれアウトソーシングの推進、業務の効率化等により、定員の一層の適正
　管理に努めている。

削減実績 △ 62
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７　公営企業職員の状況

　(1)　工業用水道事業（企業局）

  　①職員給与費の状況

     ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、２１年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

平成20年４月１日から平成23年３月31日までの間、一般職の職員のうち、管理職については給料月額の５％、管理

　職以外については２．２％の減額措置を行っている。

また、管理職については、給料の特別調整額の10%から20％の減額措置を行っている。

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２０年度の状況）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　　　 ２　全国平均とは、工業用水道事業における全国平均値である。

③職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　

千円　

（２０年度支給割合） （２０年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ 1.58） 月分 （ 0.75） 月分 （ 1.58） 月分 （ 0.75） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　5～20% 　・役職加算　　5～20%

　・管理職加算　15～25% 　・管理職加算　15～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

職員給与費比率 19年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　質収支

２０年度 　　　　千円 千円　 千円　

2,462,455 193,462 346,856

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

14.1 14.9

（参考）都道府県平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

区　　分

２０年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

37 171,605 27,005 72,274 270,884 7,321 7,025

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

工業用水道事業 52.3 378,478 575,125

全 国 平 均 44.8 374,020 585,430

事 業 者

工業用水道事業（福島県） 普通会計（福島県）

１人当たり平均支給額（２０年度） １人当たり平均支給額（２０年度）

1,902 千円 1,776

※工業用水道事業全国平均　　　　　　　1,789

2.93 1.5 2.93 1.5
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イ　退職手当（２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置(2%～20%加算) （定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２１年４月１日現在）

（注）　支給対象者はいません

エ　特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

工業用水道事業（福島県） 普通会計（福島県）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

－ 25,914 6,179 28,077

※工業用水道事業全国平均　　　　　　　　　　13,486

支給実績（２０年度決算） 支給対象者なし

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 支給対象者なし

支給総額（２０年度決算） 82

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 4,556

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度） 47.4

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

危険現場作業手当 出先機関職員

高所、トンネル内、道路
上等の危険な現場にお
いて行う作業に従事した
場合

日額240円～450円

災害応急作業等手当 出先機関職員

重大な災害が発生した
箇所において行う巡回
監視、応急作業に従事
した場合

日額480円～730円

用地交渉等手当 出先機関職員

現地において事業に必
要な土地の取得等に係
る交渉等に従事した場
合

日額650円
正規の勤務時間外50/100加
算

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 6,141

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 198

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 5,423

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 169
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カ　その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

　(2)　地域開発事業（企業局）

  　①職員給与費の状況

     ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、２１年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

平成20年４月１日から平成23年３月31日までの間、一般職の職員のうち、管理職については給料月額の５％、管理

　職以外については２．２％の減額措置を行っている。

また、管理職については、給料の特別調整額の10%から20％の減額措置を行っている。

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２０年度の状況）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　　 ２　地域開発事業は、公営企業会計区分上宅地造成事業に区分されており、全国平均とは、

　　　 宅地造成事業における全国平均値です。

支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （２０年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

（２０年度決算）

扶養手当 （一般行政職に同じ） 同じ － 6,658 千円 246,593

住居手当 〃 同じ － 2,861 千円 89,418

通勤手当 〃 同じ － 3,103 千円 96,964

管理職手当 〃 同じ －

単身赴任手当 〃 同じ －

総費用に占める

7,464 千円 829,342

696 千円 348,000

区　　分 総費用 純損益又は実

職員給与費比率 １９年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　質収支

２０年度 　　　　千円 千円　 千円　

4,163,777 -1,457,342 71,026

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

1.7 4.8

（参考）都道府県平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

区　　分

２０年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

10 36,263 8,086 14,471 58,820 5,882 7,615

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

地域開発事業 39.1 314,667 490,167

全 国 平 均 47.4 409,403 634,546

事 業 者

20



③職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

千円　

（２０年度支給割合） （２０年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ 1.58） 月分 （ 0.75） 月分 （ 1.58） 月分 （ 0.75） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　5～20% 　・役職加算　　5～20%

　・管理職加算　15～25% 　・管理職加算　15～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)） （定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

千円

（注）２０年度における退職者なし。

ウ　地域手当

（２１年４月１日現在）

（注）　支給対象者はいません

地域開発事業（福島県） 普通会計（福島県）

１人当たり平均支給額（２０年度） １人当たり平均支給額（２０年度）

1,447 1,776

※宅地造成事業全国平均　　　　　　　　　　1,991

2.93 1.5 2.93 1.5

地域開発事業（福島県） 普通会計（福島県）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

－ - 6,179 28,077

※　宅地造成事業全国平均　　　　　　　　17,004

支給実績（２０年度決算） 支給対象者なし

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 支給対象者なし
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エ　特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

円

　(3)　病院事業（病院局）

  　①職員給与費の状況

     ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、２１年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

平成20年４月１日から平成23年３月31日までの間、一般職の職員のうち、管理職については給料月額の５％、管理

　職以外については２．２％の減額措置を行っている。

また、管理職については、給料の特別調整額の10%から20％の減額措置を行っている。

支給総額（２０年度決算） 6

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 2,000

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度） 30.0

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

用地交渉等手当 本局職員

現地において事業に必
要な土地の取得等に係
る交渉等に従事した場
合

日額650円
正規の勤務時間外50/100加
算

支給実績

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 2,975

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 186

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 3,996

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 235

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （２０年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

（２０年度決算）

扶養手当 （一般行政職に同じ） 同じ － 1,497 千円 249,417

住居手当 〃 同じ － 1,304 千円 186,343

通勤手当 〃 同じ － 1,047 千円 130,862

管理職手当 〃 同じ －

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

1,257 千円 628,362

職員給与費比率 １９年度の総費用に占

める職員給与費比率

　質収支

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

２０年度 　　　　千円 千円　 千円　

13,929,798 -2,261,890 8,293,993

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

59.6 56.6

（参考）都道府県平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

区　　分

２０年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

824 3,370,950 1,270,209 1,353,855 5,995,014 7,276 7,431
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②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２０年度の状況）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

※病院事業全国平均 千円　

（２０年度支給割合） （２０年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ 1.58） 月分 （ 0.75） 月分 （ 1.58） 月分 （ 0.75） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　5～20% 　・役職加算　　5～20%

　・管理職加算　15～25% 　・管理職加算　15～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)） （定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

福
島
県

医師 46.1 548,240

事務職員 42.0 345,795

1,422,261

看護師 41.0 328,871 524,631

560,696

全
国

医師 43.3 547,077 1,288,854

看護師 37.5 309,579 504,403

事務職員 43.6 370,038 599,833

事 業 者

病院事業（福島県） 普通会計（福島県）

１人当たり平均支給額（２０年度） １人当たり平均支給額（２０年度）

1,627 1,776

1,662

2.93 1.5 2.93 1.5

病院事業（福島県） 普通会計（福島県）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

2,020 27,468 6,179 28,077

※病院事業全国平均 8,414
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ウ　地域手当

（２１年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

 　（２２年度の制度完成時）

％ ％

　 （注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から                                                                          

　　　支給率を段階的に引き上げることとしている。                 

エ　特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

支給実績（２０年度決算） 56,251

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 852,288

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

医師 15 56 －

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

医師 15 －

支給総額（２０年度決算） 206,649

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 28,562

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度） 74.8

手当の種類（手当数） 9

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

航空業務手当 右記業務に従事した医師、看護師
航空機に搭乗して行う患
者搬送等に従事した場
合

１時間1,900円

死体処理手当
右記業務に従事した看護師、臨床
検査技師

死体処理作業、解剖補
助作業に従事した場合

日額1,100円等

感染症防疫等作業手当
県立病院に勤務する医師、看護職
員等

感染症病棟、病室内に
おいて患者の診療、看
護等業務に従事した場
合

日額290円

有害物等取扱手当 県立病院に勤務する職員
著しく健康を害するおそ
れがある有害薬物調剤
業務等に従事した場合

日額290円～390円

放射線取扱手当 診療放射線技師等
エックス線その他放射線
を人体に照射する作業
等に従事した場合

日額240円等

特殊環境内作業手当
勤務環境が劣悪な作業場における
業務に従事するボイラー技士等

高温多湿、騒音又は悪
臭等により勤務環境が
劣悪な作業場等におい
て一定時間以上の作業
に従事した場合

日額250円～290円

保健福祉等特殊業務手
当

県立病院に勤務する職員

精神保健及び精神障害
福祉に関する法律の規
定により、精神障がい者
に直接接して行う診察立
合、移送業務に従事し
た場合

日額340円

夜間等特殊業務手当 県立病院に勤務する職員
深夜に行われる看護の
業務に従事した場合

１回1,240円～3,300円

病院等特殊業務手当 県立病院に勤務する職員

医療職給料表（一）の適
用を受ける職員が専ら患
者の診療に従事した場
合

月額61,000円～165,000円
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

支給実績

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 340,430

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 436

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 315,410

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 400

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （２０年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

（２０年度決算）

扶養手当 （一般行政職に同じ） 同じ － 76,059 千円 202,285

住居手当 〃 同じ － 51,719 千円 137,186

通勤手当 〃 同じ － 78,189 千円 126,724

単身赴任手当 〃 同じ － 6,098 千円 338,778

管理職手当 〃 同じ － 32,972 千円 766,791

特地勤務手当等 〃 同じ － 526 千円 105,200

宿日直手当 〃 同じ － 67,953 千円 1,029,591

夜勤手当 〃 同じ － 73,134 千円 140,372

休日給 〃 同じ － 118,496 千円 151,723

寒冷地手当 〃 同じ － 40,976 千円 63,627

初任給調整手当 〃 同じ － 238,088 千円 3,607,394
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